




















































































































めぐる学説の展開を検証し、改正後民法三四条 位置付け並びに会社へ 適用の是非について検討していくこ とする。
















会社に対してこのような制限を加える目的は、第一に そ 会社の株主に、自己の資金 如何なる種類の事業の













































東洋法学　第56巻第 1号（2012年 7 月）
57










































































































































ために金銭を借り入れるようなことは、その目的遂 め する行為 って、結局そ 目的の範囲内に属するものに他ならず、そして商人の行為はその営業 ためにするものと推定されるのであるから、その営業のため す
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るが、通常は極めて狭く定められているうえに、第三者としては実際上その目的は何であるかということを確かめるのは煩雑にたえず、また会社と取引をす 相手方はいちいち登記 よって当該行為が会社の目的の範囲内のものであ かどうかを判定することができな 場合が少なくな から、 権利能力 による制限を認める






































































しかし、目的の範囲という一般的な必ず も明確でない基準 よって、代表権 制限 つい 第三者の善意、悪














































































時、起草者が意図して たところとはかけ離れた思わぬ方向へと 裁判実務 展開していったこ に起因するものであろう。　
既述のように、民法旧四三条の規定が 公益法人を対象としたものであったのは紛れもない事実だが、この規定
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ける自由主義的なものであり、当時、能力外原則は、次のように理解されていた。 『能力外の行為は、時として、違法な行為または会社の権限の範囲内の行為だが 不適切な会社機関もしくは要求される手続に従わずに適切な機関によってなされたものと混乱されることがあった。真の意味 の能力外という言葉は、会社の目的または権限を超える行為を表すものである。裁判所によっては、この文言を会社の目的もしくは権限の範囲内の行為だが 権限 与えられていない方法でもしくは権限なしに遂行された行為を特徴づけるため、拡張されること あった。
　　
かつては、会社はかなり限定された目的および権限をもって設立され、かつこれらの目的は厳格に解釈されていた。伝統的なア
プローチによれば、会社は 州からは限られた能力しか認められずに創設される人工 な存在とみなされていた。このような能力を超えるあらゆる会社の行為 能力外で無効、違法かつ法的効果が発生しない のとみなさ た。もしある取引が、定款規定された事業目的の範囲を超えるも である場合 いくつか 事例では、他方当事者が会社の権限が欠如し ことにつき悪意である場合は、このこと 公的な記録（定款）上明 かで る で 債務を負担すべきであると判示し
　　
より現代的なアプローチによれば、能力外の行為は、公序に反しなければ、違法とはいえないこととされる。問題点は、能力の
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くは動産の譲渡もしくは移転は、そのような行為をなすかもしくはそのような譲渡もしくは移転をなすもしくは受け 能力または権限を会社が有しないという事実に基づき無効となることはないと規定し、能力外原則を葬りさっている。一二四条（一）項に基づく株主は、未だに、会社が、表明もしくは部分的に履行された契約を遂行することを禁ずることが可 だが、能力外原則は、もはや完全に履行された契約に対する抗弁と て主張することはできない。
　　
とりわけ小規模会社では、株主の会社の活動に対して契約上の制限を強要する能力には、ある種の重要性が認められる。能力外
原則の衰退の継続的な重要性は、あまり技術的な問題で 。会社の行為が、その定款に規定される限定的な権限および目的によって制約される限り おいては、定款 よって明記 包含されるそれらの権限および目的を超えて社会もしくは非株主有権者への義務を負うのかという疑問 ほとんどなかった。 かし厳格な構造 道を空け、大規模 会社が社会において重要な役割を発揮するようにな につれ、たとえあったとしても、会社 社会的責任が何であるか ついて言及す 明白な理論は存在しない。 』


















大判 元・一二 五民録 八・一〇七八。
（
33）　
上柳・鴻・竹内編『新版注釈会社法（ ） 』 〔竹内昭夫〕 （有斐閣）一〇〇～一〇一頁。
（
34）　
大判大三 六 五民録 〇・ 三七。
（
35）　
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